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 平成１５年４月２１日付けで認定を受けた構造改革特別区域計画について下

記のとおり変更したいので、構造改革特別区域法第６条第１項の規定に基づき、

認定を申請します。 
 
 

記 
 



 
１ 変更事項 
  ４月２１日に認定された「東頸城農業特区」計画の目標である「農を中心

に据えた地域環境を保全・活用する産業連携」の取組による６町村連携の複

合循環型の産業システムを構築し、都市住民との連携と協働による、地域の

環境と景観や伝統文化の維持と継承及び雇用の確保や地域経済の活性化を図

るため、並びにグリーンツーリズム（体験交流型）産業の育成と拡大に向け

て、９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする

特定事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公

共団体が必要と認める事項のうち、③農家民宿等において「どぶろく」を製

造し、食として提供する中から農家と都市住民の交流を促進する事業を、特

定事業「７０７：特定農業者による濁酒の製造事業」として実施する。 
 
２ 変更事項の内容 
１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 
変更なし 
 

２ 構造改革特別区域の名称 
変更なし 
 

３ 構造改革特別区域の範囲 
  変更なし 
 
４ 構造改革特別区域の特性 
  変更なし 
 
５ 構造改革特別区域計画の意義 
変更前 変更後 
このように、当該地域における農業経営

者の高齢化と担い手の不足、耕作放棄地や

遊休農地の増加は、地域経済にとってマイ

ナス面だけでなく、地域そのものの存在が

危ぶまれるほど深刻な課題となっている。

 そこで、これらの緊急的課題に対応する

ため新潟県との連携を図りながら、新潟県

このように、当該地域における農業経営

者の高齢化と担い手の不足、耕作放棄地や

遊休農地の増加は、地域経済にとってマイ

ナス面だけでなく、地域そのものの存在が

危ぶまれるほど深刻な課題となっている。

 そこで、これらの緊急的課題に対応する

ため新潟県との連携を図りながら、新潟県



版「中山間地域産業連携特区構想」を提案

してきたところであり、東頸城農業特区計

画は、この特区構想を実践するためのもの

で、その内容と意義は、以下のとおりであ

る。 
 構造改革特別区域を自然的・経済的・社

会的条件が同様で従来から地域的なつなが

りが強く、ともに「越後田舎体験」推進事

業による体験交流型観光で地域活性化を図

っている新潟県東頸城郡６町村全域に設定

する。 
 また、構造改革特別区域には、構造改革

特別区域法第１６条と第２３条及び本東頸

城農業特区の関連事業、また、今後実施可

能となる新たな特例措置及び全国において

実施する規制緩和、既存の補助事業などを

効率的に活用することにより、当該地域特

有の環境と資源を活かした「農を中心に据

えた地域環境を保全・活用する産業連携」

の取組による６町村連携の複合循環型の産

業システムを構築する。 
 そして、農林水産省が策定した食料・農

業・農村基本法が目指す「農業農村の持続

的な発展と振興」及び食と農の再生プラン

が目指す「食の安全と安心の確保、都市と

農村の共生と対流」などに対応し、新潟県

長期総合計画のにいがた未来戦略が目指す

「緑の山里・いきいき夢プラン戦略」を実

践する中山間地域活性化モデル版を全国に

発信するものである。 

版「中山間地域産業連携特区構想」を提案

してきたところであり、東頸城農業特区計

画は、この特区構想を実践するためのもの

で、その内容と意義は、以下のとおりであ

る。 
 構造改革特別区域を自然的・経済的・社

会的条件が同様で従来から地域的なつなが

りが強く、ともに「越後田舎体験」推進事

業による体験交流型観光で地域活性化を図

っている新潟県東頸城郡６町村全域に設定

する。 
 また、構造改革特別区域には、構造改革

特別区域法第２３条（農地法の特例）と第

２４条（酒税法の特例）及び第３１条（特

定農地貸付けに関する農地法等の特例に関

する法律及び市民農園整備促進法の特例）

並びに本東頸城農業特区の関連事業、また、

今後実施可能となる新たな特例措置及び全

国において実施する規制緩和、既存の補助

事業などを効率的に活用することにより、

新たな担い手の確保による農地の遊休化防

止と国土の保全、市民農園の開設や濁酒の

製造と提供による都市住民との交流促進と

地域活性化など、当該地域特有の環境と資

源を活かした「農を中心に据えた地域環境

を保全・活用する産業連携」の取組による

６町村連携の複合循環型の産業システムを

構築する。 
 そして、農林水産省が策定した食料・農

業・農村基本法が目指す「農業農村の持続

的な発展と振興」及び食と農の再生プラン

が目指す「食の安全と安心の確保、都市と

農村の共生と対流」などに対応し、新潟県

長期総合計画のにいがた未来戦略が目指す

「緑の山里・いきいき夢プラン戦略」を実



践する中山間地域活性化モデル版を全国に

発信するものである。 
 
６ 構造改革特別区域計画の目標 
変更前 変更後 
構造改革特別区域計画の意義に基づき、

当該地域では豊かな自然や棚田、ブナ林等

の森林、ホタルやカタクリ等の動植物、人、

食文化や伝統文化などの地域特有の環境と

資源を活用した「農を中心に据えた地域環

境を保全・活用する産業連携」の取組によ

る６町村連携の複合循環型の産業システム

を構築し、都市住民との連携と協働による、

地域の環境・景観、伝統文化の維持・継承

及び雇用の確保や地域経済の活性化を図る

こととする。 
具体的には次の目標を設定する。 
（１）新たな担い手の確保による農地の遊

休化防止と国土の保全 
① 当該地域内及び隣接地域における

特定法人を対象に農業への参入を

認めることにより、農業経営者の

新たな担い手の確保を図り、今後

想定される担い手不足による農地

の遊休化の防止と国土を保全し、

豊かな自然環境を維持する。 
② 農業経営の安定化を目指して農家

や特定法人による市民農園の開設

を促進し、また、農家民宿を開設

するなど、農業経営の多角化によ

る収入のアップを図る。 
（２）地域の環境と資源を活用した新たな

複合循環型産業の育成 
③ 参入した特定法人の経営の安定化

を図るため、当該地域一円におい

構造改革特別区域計画の意義に基づき、

当該地域では豊かな自然や棚田、そこから

生産される安全で安心な農産物、ブナ林等

の森林、ホタルやカタクリ等の動植物、人、

食文化や伝統文化などの地域特有の環境と

資源を活用した「農を中心に据えた地域環

境を保全・活用する産業連携」の取組によ

る６町村連携の複合循環型の産業システム

を構築し、都市住民との連携と協働による、

地域の環境と景観や伝統文化の維持と継承

及び雇用の確保や地域経済の活性化を図る

こととする。 
具体的には次の目標を設定する。 
（１）新たな担い手の確保による農地の遊

休化防止と国土の保全 
① 当該地域内及び隣接地域における
特定法人を対象に農業への参入を

認めることにより、農業経営者の

新たな担い手の確保を図り、今後

想定される担い手不足による農地

の遊休化の防止と国土を保全し、

豊かな自然環境を維持する。 
② 農業経営の安定化を目指して農家
や特定法人による市民農園の開設

を促進し、また、農家民宿を開設

するなど、農業経営の多角化によ

る収入のアップを図る。 
（２）地域の環境と資源を活用した新たな

複合循環型産業の育成 
③ 参入した特定法人の経営の安定化



て豊かな自然を活かした有機農産

物などの付加価値の高い農業を展

開し、新潟県の認定を受けた特別

栽培米や有機特別栽培米の増産に

向けた土づくりや堆肥づくり、そ

して、地場産の農産物を食材にし

たレストランと農産物の販売を併

設するなど、地産地消と農産物直

販システムの構築を図り総合的で

循環型の新しい農業産業（アグリ

ビジネス）を育成する。 
④ 地域のきれいな水資源を活用して

淡水魚の養殖事業や豊富な山菜資

源を活用した加工食品産業などが

地場産業となるよう育成する。 
（３）グリーンツーリズム（体験交流型）

産業の育成と拡大 
⑤ 地域の豊かな自然環境を資源とし

た体験交流型観光をより拡大・推

進するため、現在、修学旅行や総

合学習の受け入れが主な「越後田

舎体験」推進事業に、市民農園を

活用した農業体験交流のフィール

ドを整備し、都市住民が家族ぐる

みで農業や田舎の体験ができる環

境を充実することにより、「越後田

舎体験」推進事業のさらなる魅力

アップを図る。 
⑥ また、体験交流型観光を通じて有

機農産物などを食材として提供す

ることにより、都市住民（消費者）

の目に見える形で「安全で安心な

農産物」の周知と啓発を行う中で

農産物のブランド化を育成し、新

たな販路の拡大を図る。 

を図るため、当該地域一円におい

て豊かな自然を活かした有機農産

物などの付加価値の高い農業を展

開し、新潟県の認定を受けた特別

栽培米や有機特別栽培米の増産に

向けた土づくりや堆肥づくり、そ

して、地場産の農産物を食材にし

たレストランと農産物の販売を併

設するなど、地産地消と農産物直

販システムの構築を図り総合的で

循環型の新しい農業産業（アグリ

ビジネス）を育成する。 
④ 地域のきれいな水資源を活用して
淡水魚の養殖事業や豊富な山菜資

源を活用した加工食品産業などが

地場産業となるよう育成する。 
⑤  当該地域の「雪国という自然環
境」、「良質な地元産の酒米」、「酒

造りに適した水」、「歴史的に培わ

れてきた杜氏の技」等の地域的要

素を活用して濁酒を製造し、農業

体験交流等で地域内を訪れる人に

飲用として提供して地域経済の活

性化を図る。 
（３）グリーンツーリズム（体験交流型）

産業の育成と拡大 
⑥ 地域の豊かな自然環境を資源とし
た体験交流型観光をより拡大・推

進するため、現在、修学旅行や総

合学習の受け入れが主な「越後田

舎体験」推進事業に、市民農園を

活用した農業体験交流のフィール

ドを整備し、都市住民が家族ぐる

みで農業や田舎の体験ができる環

境を充実することにより、「越後田



⑦ 同時に特定法人や農家が農家民宿

を開設することにより、宿泊施設

の充実を図り家族をターゲットに

した長期滞在型の田舎体験交流産

業の育成を目指す。 
（４）地域の人材を活用した新たな雇用の

確保と新規定住の促進 
⑧ 地域に根ざした特定法人が農業経

営を行うことにより、新規就農者

の受け入れや繁忙期のパート雇用

の拡大が図られると同時に、建設

業労働者の冬期間余剰人員の活

用、建設業等を退職したシルバー

人材（人の資源）の活用など新た

な雇用の確保を図る。 
⑨ 農家民宿と市民農園を活用し、新

規就農希望者、市民農園利用者へ

の農業体験や研修等を実施するこ

とにより、新規就農者の育成を図

る。 
⑩ 特定法人などが就農を希望する都

市住民を雇用することにより、Ｕ

ＪＩターンなどの新規定住の促進

を図る。 

舎体験」推進事業のさらなる魅力

アップを図る。 
⑦ また、体験交流型観光を通じて有
機農産物などを食材として提供す

ることにより、都市住民（消費者）

の目に見える形で「安全で安心な

農産物」の周知と啓発を行う中で

農産物のブランド化を育成し、新

たな販路の拡大を図る。 
⑧ 同時に特定法人や農家が農家民宿
を開設することにより、宿泊施設

の充実を図り家族をターゲットに

した長期滞在型の田舎体験交流産

業の育成を目指す。 
（４）地域の人材を活用した新たな雇用の

確保と新規定住の促進 
⑨ 地域に根ざした特定法人が農業経
営を行うことにより、新規就農者

の受け入れや繁忙期のパート雇用

の拡大が図られると同時に、建設

業労働者の冬期間余剰人員の活

用、建設業等を退職したシルバー

人材（人の資源）の活用など新た

な雇用の確保を図る。 
⑩ 農家民宿と市民農園を活用し、新
規就農希望者、市民農園利用者へ

の農業体験や研修等を実施するこ

とにより、新規就農者の育成を図

る。 
⑪ 特定法人などが就農を希望する都
市住民を雇用することにより、Ｕ

ＪＩターンなどの新規定住の促進

を図る。 
 

 
 



７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効

果 
変更前 変更後 
 東頸城農業特区計画では、構造改革特別

区域法第１６条と第２３条及び本東頸城農

業特区の関連事業、また、今後実施可能と

なる新たな特例措置及び全国において実施

する規制緩和、既存の補助事業などを効率

的に活用することで、平成 19年度を目標と
して当該地域特有の環境と資源を活かした

「農を中心に据えた地域環境を保全・活用

する産業連携」の取組による６町村連携の

複合循環型の産業システムを構築すること

により、以下のような経済的社会的効果が

発生する。 
なお、詳細は添付した参考資料１の 

「構造改革特別区域計画の実施が構造改革

区域に及ぼす経済的効果の算出基礎」に

よる。 
（１）新たな担い手創出効果（農地の遊休

化の防止と国土の保全） 
地域に根ざした建設会社等の特定法人

が、平成 17年度までに 50ha（田畑 10ha、
採草放牧地・牧場 40ha）、平成 17 年度
以降 50ha（田畑 50ha）、合計 100ha（田
畑 60ha、採草放牧地・牧場 40ha）の遊
休農地に平成 19 年度を目標として農業
参入することにより、遊休農地の防止効

果（農業生産効果）として 63 百万円を
見込んでいる。 
また、今後とも地域全体で適切な農業

生産活動が継続されることで現状維持さ

れる多面的機能効果額は約 90 億円で、
特区を活用する 100ha の農地で維持さ
れる多面的機能効果額は９千万円と見込

東頸城農業特区計画では、構造改革特別区

域法第２３条（農地法の特例）と第２４条

（酒税法の特例）及び第３１条（特定農地

貸付けに関する農地法等の特例に関する法

律及び市民農園整備促進法の特例）並びに

本東頸城農業特区の関連事業、また、今後

実施可能となる新たな特例措置及び全国に

おいて実施する規制緩和、既存の補助事業

などを効率的に活用することで、平成 19年
度を目標として、新たな担い手の確保によ

る農地の遊休化防止と国土の保全、市民農

園の開設や濁酒の製造と提供による都市住

民との交流促進と地域活性化など、当該地

域特有の環境と資源を活かした「農を中心

に据えた地域環境を保全・活用する産業連

携」の取組による６町村連携の複合循環型

の産業システムを構築することにより以下

のような経済的社会的効果が発生する。 
なお、詳細は添付した参考資料１の 

「構造改革特別区域計画の実施が構造改革

区域に及ぼす経済的効果の算出基礎」に

よる。 
（１）新たな担い手創出効果（農地の遊休

化の防止と国土の保全） 
地域に根ざした建設会社等の特定法人

が、平成 17年度までに 50ha（田畑 10ha、
採草放牧地・牧場 40ha）、平成 17 年度
以降 50ha（田畑 50ha）、合計 100ha（田
畑 60ha、採草放牧地・牧場 40ha）の遊
休農地に平成 19 年度を目標として農業
参入することにより、遊休農地の防止効

果（農業生産効果）として 63百万円を見



まれる。 
そして、平成 16 年度からスタートす

る市民農園等による都市住民を対象とし

た農業体験交流の推進により、地域全体

で平成 19 年度には担い手農家の収入が
市民農園の使用収益で約 560万円、農業
体験希望者を受け入れ指導することで約

3,000 万円アップすることから、農家の
経営が安定する効果として見込んでい

る。 
（２）複合循環型産業の創出効果 

平成 16年度より３年間の実績を経て、
新潟県特別栽培米の認証を受ける当該地

域の自然環境を活かした付加価値の高い

農業を展開することで、平成 19 年度に
は一般栽培農産物よりさらに約３千万円

程度の収入の増加が見込まれる。 
また、民間活力を導入することにより、

従来の農家では進出できなかった堆肥の

製造、レストランの経営、農産物加工場、

ワイン工房など地域の特性と都市住民の

意向に即した複合循環型の産業システム

を平成 17 年度までに創出し、さらに、
地域のきれいな水環境を活用した淡水魚

（イワナ等）の養殖事業や豊富な山菜資

源を活用した加工食品産業などが、平成

17 年度以降地場産業の主流となること
が見込まれる。 

（３）体験交流型産業の拡大効果 
平成 16 年度以降農業体験交流のフィ

ールドとして市民農園を活用し、併せて

観光農園、農産物加工施設、ワイン工房

などの施設を組み合わせることにより体

験メニューの充実が図られる。 
さらに、特定法人及び農家が農家民宿

込んでいる。 
また、今後とも地域全体で適切な農業

生産活動が継続されることで現状維持さ

れる多面的機能効果額は約 90億円で、特
区を活用する100haの農地で維持される
多面的機能効果額は９千万円と見込まれ

る。 
そして、平成 16年度からスタートする
市民農園等による都市住民を対象とした

農業体験交流の推進により、地域全体で

平成 19 年度には担い手農家の収入が市
民農園の使用収益で約 560万円、農業体
験希望者を受け入れ指導することで約

3,000 万円アップすることから、農家の
経営が安定する効果として見込んでい

る。 
（２）複合循環型産業の創出効果 

平成 16年度より３年間の実績を経て、
新潟県特別栽培米の認証を受ける当該地

域の自然環境を活かした付加価値の高い

農業を展開することで、平成 19年度には
一般栽培農産物よりさらに約３千万円程

度の収入の増加が見込まれる。 
また、民間活力を導入することにより、

従来の農家では進出できなかった堆肥の

製造、レストランの経営、農産物加工場、

ワイン工房など地域の特性と都市住民の

意向に即した複合循環型の産業システム

を平成 17年度までに創出し、さらに、地
域のきれいな水環境を活用した淡水魚

（イワナ等）の養殖事業や豊富な山菜資

源を活用した加工食品産業などが、平成

17 年度以降地場産業の主流となること
が見込まれる。 

（３）体験交流型産業の拡大効果 



を開設することにより、宿泊施設の充実

と長期滞在型の田舎体験交流産業が育成

され、平成 16 年度には体験交流人口を
5,000 人規模まで拡大し総額１億円産業
に成長することを見込んでいる。 
また、農業体験交流において有機栽培

農産物等を食材として提供することによ

り、都市住民（消費者）の食の安全・安

心に対する意識を啓発し、新たな地場農

産物等の販路拡大が図られる等の効果が

見込まれる。 
（４）新規雇用とシルバー人材の活用によ

る雇用の拡大効果 
平成 15 年度以降地域に根ざした建設

会社等の特定法人が農業に参入すること

により、新規就農者の受け入れや繁忙期

のパート雇用の拡大が図られると同時

に、就農を希望する都市住民を雇用する

ことにより、ＵＪＩターンなどの新規定

住が促進される。 

平成 16 年度以降農業体験交流のフィ
ールドとして市民農園を活用し、併せて

観光農園、農産物加工施設、ワイン工房

などの施設を組み合わせることにより体

験メニューの充実が図られる。 
さらに、特定法人及び農家が農家民宿

を開設することにより、宿泊施設の充実

と長期滞在型の田舎体験交流産業が育成

され、平成 16 年度には体験交流人口を
5,000 人規模まで拡大し総額１億円産業
に成長することを見込んでいる。 
また、農業体験交流において有機栽培

農産物等を食材として提供することによ

り、都市住民（消費者）の食の安全と安

心に対する意識を啓発し、新たな地場農

産物等の販路拡大が図られる等の効果が

見込まれる。 
（４）新規雇用とシルバー人材の活用によ

る雇用の拡大効果 
平成 15 年度以降地域に根ざした建設
会社等の特定法人が農業に参入すること

により、新規就農者の受け入れや繁忙期

のパート雇用の拡大が図られると同時

に、就農を希望する都市住民を雇用する

ことにより、ＵＪＩターンなどの新規定

住が促進される。 
（５）特定農業者による濁酒の製造と提供

を通じての地域経済活性化の効果 
酒造りに適した地域的要素と農業体験

などの交流人口の多い当該地域内におい

て、寒仕込みや雪室などの自然環境と施

設を活用して濁酒を製造し提供する事業

では、次のような地域経済活性化の効果

が見込まれる。 
地域の環境と資源を活用した新たな産



業として濁酒を製造し提供する事業の効

果額は、目標製造数量の３,６００リット
ルを提供することで４００万円が見込ま

れる。 
グリーンツーリズム型産業の育成とし

て、濁酒を飲用する目的で地域内に訪れ

る入り込み客の増加目標を１,４３０人、
それによる宿泊費等の経済的効果額は約

１,０６０万円と見込まれる。 
また、地域の人材を活用した新たな雇

用として、地域内で酒造りの経験を持つ

杜氏や酒造り労働者などの雇用が１２名

程度見込まれる。 
 
８ 特定事業の名称 
変更前 変更後 
① １００１：地方公共団体又は農地
保有合理化法人による農地又は採

草放牧地の特定法人への貸付け事

業 
② １００２：地方公共団体及び農業
協同組合以外の者による特定農地

貸付け事業 

① １００１：地方公共団体又は農地
保有合理化法人による農地又は採

草放牧地の特定法人への貸付け事

業 
② １００２：地方公共団体及び農業
協同組合以外の者による特定農地

貸付け事業 
③ ７０７：特定農業者による濁酒の
製造事業→（追加） 

 
９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事

業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団

体が必要と認める事項 
変更前 変更後 
自然的・経済的・社会的条件が不利な当

該地域においては、農林業など一産業だけ

で地域活性化を図ることは不十分であると

考えられることから、今後新たな規制緩和

などを活用し今回申請の「東頸城農業特区

自然的・経済的・社会的条件が不利な当

該地域においては、農林業など一産業だけ

で地域活性化を図ることは不十分であると

考えられることから、今後新たな規制緩和

などを活用し今回申請の「東頸城農業特区



計画」に変更追加する方法で、地域内で育

ちつつあるグリーンツーリズムに関する産

業など、多種多様な産業を育成し連携を図

る中から総合的な振興を図ることとする。

具体的な構想は以下のとおりである。 
① 地域の廃校等の遊休施設を活用して、

特定法人が簡易宿泊所（農家民宿等）

を開設し、新規就農者、市民農園利用

者への農業体験や研修等を実施する事

業。 
② 同じく地域の遊休施設を活用して、特

定法人が有機農産物を活用した農産物

加工工場とレストランを経営し、地元

の酒造会社と提携した「どぶろく」と

「ワイン」の製造と販売を行う事業。 
③ 農家民宿等において「どぶろく」を製

造し、食として提供する中から農家と

都市住民の交流を促進する事業。→（特

定事業へ移行） 
④ 小規模農地（10a～20a程度）と宅地建
物をセットとして都市住民に販売する

担い手対策と定住促進事業。 

計画」に変更追加する方法で、地域内で育

ちつつあるグリーンツーリズムに関する産

業など、多種多様な産業を育成し連携を図

る中から総合的な振興を図ることとする。

具体的な構想は以下のとおりである。 
① 地域の廃校等の遊休施設を活用して、

特定法人が簡易宿泊所（農家民宿等）

を開設し、新規就農者、市民農園利用

者への農業体験や研修等を実施する事

業。 
② 同じく地域の遊休施設を活用して、特

定法人が有機農産物を活用した農産物

加工工場とレストランを経営し、地元

の酒造会社と提携した「しょうちゅう」

と「ワイン」の製造と販売を行う事業。

③ 小規模農地（10a～20a 程度）と宅地建
物をセットとして都市住民に販売する

担い手対策と定住促進事業。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
別紙 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定

事業の内容、実施主体及び開始の日並びに特定事業ごとの規制の特例措

置の内容 




